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決決決決    算算算算 

 

１１１１    普通会計普通会計普通会計普通会計    

地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか、特別会

計のうち地方公営事業会計に係るもの以外のものの純計額となる。 

地方財政統計上便宜的に用いられる会計区分。 

富士吉田市においては一般会計と看護専門学校特別会計。 

 

２２２２    純計純計純計純計    

会計間の出し入れ部分について重複するため、この重複部分を控除して正味の財政

規模を出すこと。 

 

３３３３    形式収支形式収支形式収支形式収支        

   歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。 

 

４４４４    実質収支実質収支実質収支実質収支    

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌

年度に繰り越すべき継続費逓次繰越(継続費の毎年度の執行残額を継続最終年度まで

逓次繰り越すこと。)、繰越明許費繰越(歳出予算の経費のうち、年度内に支出を終わら

ない見込みのものを、予算の定めるところにより翌年度に繰り越すこと。)等の財源を控

除した額。通常、「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、赤字により

判断する。 

 

５５５５    単年度収支単年度収支単年度収支単年度収支        

実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度の

収支のこと。具体的には、当該年度における実質収支から前年度の実質収支を差し引

いた額。 

 

６６６６    実質単年度収支実質単年度収支実質単年度収支実質単年度収支        

単年度収支から、実質的な黒字要素(財政調整基金への積立額及び地方債の繰上

償還額)を加え、赤字要素(財政調整基金の取崩し額)を差し引いた額。 
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歳歳歳歳    入入入入    

  

７７７７    一般財源一般財源一般財源一般財源        

用途が特定されない財源。市税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税のほ

か、県から交付を受ける利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地

方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交

付金。 

 

８８８８    一般財源等一般財源等一般財源等一般財源等        

一般財源のほか、一般財源と同様に財源の使途が特定されず、どのような経費にも

使用できる財源を合わせたもの。目的が特定されていない寄附金や売却目的が具体的

事業に特定されない財産収入等のほか、臨時財政対策債等が含まれる。 

 

９９９９    特定財源特定財源特定財源特定財源        

   用途が特定される財源。国庫支出金、県支出金、市債などが該当。 

 

10101010    市税市税市税市税        

市民や市内に事業所を持つ法人等に納めていただくもの。市民税、固定資産税、軽

自動車税、たばこ税、入湯税、都市計画税がある。 

 

11111111    地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税        

国税として徴収し、そのまま市に対して譲与する税。地方道路譲与税、自動車重量譲

与税がある。 

 

12121212 利子割交付金利子割交付金利子割交付金利子割交付金        

金融機関などからの利子に課税された一部を財源として、県が個人県民税の額に応

じて、市に対して交付するもの。 

 

13131313 配当割交付金配当割交付金配当割交付金配当割交付金        

上場株式などの配当に課税された一部を財源として、県が個人県民税の額に応じて、

市に対して交付するもの。 

 

14141414 株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金        

株式などの譲渡所得に課税された一部を財源として、県が個人県民税の額に応じて、

市に対して交付するもの。 
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15151515 地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金        

地方消費税の一部を財源として、県が人口及び従業者数で按分して、市に対して交

付するもの。 

 

16161616 ゴルフゴルフゴルフゴルフ場利用税交付金場利用税交付金場利用税交付金場利用税交付金        

ゴルフ場利用税を財源として、県が一定の基準に応じて、市に対して交付するもの。 

 

17171717 自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金        

自動車取得税の一部を財源として、県が市道の延長や面積で按分して、市に対して

交付するもの。 

 

18181818    地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金        

児童手当の制度拡充が行われたことから、これに伴う地方負担の増加に対応するた

めの児童手当特例交付金と平成18年度に廃止された減税補てん特例交付金の経過措

置分として交付される特別交付金を総称したもの。 

 

19191919    地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税        

地方公共団体において一定水準のサービスを保障するために、国税（所得税、法人

税、酒税、消費税及びたばこ税）の一定割合の額を、国が市に対して交付するもの。  

地方交付税には、普通交付税と災害等特別の事情に応じて交付する特別交付税が

ある。普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対し

て、その差額(財源不足額)を基本として交付される。 

 

20202020    交通安全対策特別交付金交通安全対策特別交付金交通安全対策特別交付金交通安全対策特別交付金        

交通反則金を財源として、道路交通安全施設の設置、管理の経費のため、国が市に

交付するもの。 

 

21212121    分担金及分担金及分担金及分担金及びびびび負担金負担金負担金負担金        

特定の事業に要する経費に充てるため、その利益を受ける方から徴収するもの。 

保育料、学校給食費など 

 

22222222    使用料及使用料及使用料及使用料及びびびび手数料手数料手数料手数料        

市の施設の利用や特定の事務により利益を受ける方から徴収するもの。    

住宅使用料、住民票交付手数料など。 
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23232323    国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金        

国と市の経費負担区分に基づき、国が市に対して支出する負担金、委託費、特定の

施策の奨励又は財政援助のための補助金等。 

    

24242424    国有提供施設等所在市町村助成交付金国有提供施設等所在市町村助成交付金国有提供施設等所在市町村助成交付金国有提供施設等所在市町村助成交付金        

自衛隊基地等が所在する市に交付されるもの。 

    

25252525    県支出金県支出金県支出金県支出金  

県の市町村に対する支出金。県が自らの施策として単独で市に交付する支出金と、

県が国庫支出金を経費の全部又は一部として市に交付する支出金(間接補助金)とがあ

る。 

 

26262626 財産収入財産収入財産収入財産収入        

市の所有する財産の貸付、売払い等により得る収入。 

 

27272727    寄附金寄附金寄附金寄附金    

   金銭に限られる寄附。使途を特定しない一般寄附金と使途を特定する指定寄附金が

ある。 

    

28282828    繰入金繰入金繰入金繰入金  

   積み立てていた基金や特別会計から繰入れるもの。 

 

29292929 繰越金繰越金繰越金繰越金        

前年度決算から繰越される余剰金。 

 

30303030 諸収入諸収入諸収入諸収入        

収入の性質により他の収入科目に含まれないもの。 

 

31313131 市債市債市債市債（（（（地方債地方債地方債地方債））））        

特定の事業を行うにあたり財源が不足する場合に外部から資金を調達するもので長

期的な借入金。 

 

32323232    臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債        

地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財

政法第 5条の特例として発行される市債。  
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33333333    目的別歳出目的別歳出目的別歳出目的別歳出        

行政目的に着目した歳出の分類。 その行政目的によって、議会費、総務費、民生費、

衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、公債費等に大別さ

れる。 

 

34343434    議会費議会費議会費議会費    

   議会の運営費用。 

 

35353535    総務費総務費総務費総務費        

全般的な管理事務や住民窓口、徴税、選挙などの費用。 

 

36363636    民生費民生費民生費民生費        

福祉、年金、子育て支援、保育所運営などの費用。 

 

37373737    衛生費衛生費衛生費衛生費    

保健衛生、環境衛生、ごみ・し尿処理などの費用。 

 

38383838    労働費労働費労働費労働費    

労働者福祉に要する費用 

 

39393939    農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費    

農林業の振興などの費用。 

 

40404040    商工費商工費商工費商工費    

商工業振興、観光事業などの費用。 

 

44441111    土木費土木費土木費土木費        

道路、公園の整備や維持補修などの費用。 

 

44442222    消防費消防費消防費消防費        

   火災や地震などの災害対策などの費用。 

 

44443333    教育費教育費教育費教育費        

学校教育、社会教育、文化・スポーツ振興などの費用。 

歳歳歳歳    出出出出    
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44444444    公債費公債費公債費公債費        

発行した市債の元利償還等に係る経費。 

 

44445555    性質別歳出性質別歳出性質別歳出性質別歳出        

経費の経済的性質に着目した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経費及びその

他の経費に大別することができる。 

 

44446666    義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費        

任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。人件費、扶助費、公債費。 

 

44447777    投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費        

道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、

普通建設事業費、災害復旧事業費など。 

 

44448888    人件費人件費人件費人件費        

職員の給与、議員の報酬などに係る経費。 

 

44449999    扶助費扶助費扶助費扶助費        

各種法令に基づいて実施する給付や、単独で行っている各種扶助に係る経費。 

 

50505050    公債費公債費公債費公債費        

発行した市債の元利償還等に係る経費。  

 

55551111    普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費        

道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅などの建設に係る投資的経費。 

 

55552222    物件費物件費物件費物件費        

消費的性質の経費の総称。旅費、需用費、備品購入費、委託料など。 

 

55553333    補助費等補助費等補助費等補助費等        

他の地方公共団体や国、法人等に対する支出。報償費、負担金・補助金等。 

 

55554444    繰出金繰出金繰出金繰出金        

普通会計と公営事業会計との間又は特別会計相互間において支出される経費。  

 

55555555    積立金積立金積立金積立金                    各基金に積み立てる経費。    



7 

■■■■    財政分析指標財政分析指標財政分析指標財政分析指標    

 

55556666    経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率        

財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年

度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源の額が、地方税、普通

交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)、減税補てん

債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。 この指標は経常的経費に経常一般

財源収入がどの程度充当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の

硬直化が進んでいることを表す。 

 

57575757    財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数        

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して

得た数値の過去 3 年間の平均値。 財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保

財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。ちなみに、単年度の財政力指数

が 1.0 を超える団体は、当該年度の普通交付税が不交付の団体となる。 

 

58585858    公債費比率公債費比率公債費比率公債費比率 

   公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、標準財政規模に占める公

債費に充当された一般財源の割合。 

 

55559999    実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率        

            公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つとして、一般会計、公営企業

等が負担する公債費および公債費に準じる経費の標準財政規模を基本とした額（※）に

対する比率。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金

繰りの程度を示す指標となる。地方債協議制度において、実質公債費比率が 18%以上と

なる地方公共団体については、起債に許可が必要となる。 実質公債費比率が 25%以上

の団体については、一定の地方債が制限され、35％以上の団体については、さらにそ

の制限の度合いが高まる。 

                                    （※）標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 

    

60606060    将来負担将来負担将来負担将来負担比率比率比率比率        

一般会計に公営企業や公社等の負債を含めた、地方公共団体が将来負担すべき実

質的な負債の標準財政規模を基本とした額（※）に対する比率。一般会計等の借入金

（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来

財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標となる。 

（※）標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額    
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66661111    健全化判断健全化判断健全化判断健全化判断比率比率比率比率・・・・再生判断比率再生判断比率再生判断比率再生判断比率 

            健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将

来負担比率の４つの財政指標の総称。再生判断比率とは、健全化判断比率のうちの将

来負担比率を除いた３つの指標の総称。地方公共団体は、この健全化判断比率等のい

ずれかが一定基準以上となった場合には、財政健全化計画または財政再生計画を策定

し、財政の健全化を図ることとなる。 

  健全化判断比率等は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるととも

に、他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す。 

 

66662222    実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率 

   一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を対象にした赤字額の標準財政規模に対

する割合 

 

66663333    連結連結連結連結実質実質実質実質赤字赤字赤字赤字比率比率比率比率    

            公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象として実質赤字額又は資金不足

額の標準財政規模に対する比率。すべての会計の赤字や黒字を合算することで赤字の

程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示すもの。 

 

64 64 64 64 資金不足資金不足資金不足資金不足比率比率比率比率    

             地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。公

営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、

経営状態の悪化の度合いを示すもの。 

    

■■■■    そのそのそのその他他他他    

 

66665555    標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模        

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を

示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。 

 

66666666    標準税収入額標準税収入額標準税収入額標準税収入額        

地方税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法で定める方法に

より算定した収入見込額。 

 

66667777    財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金        

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。 
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66668888    減債基金減債基金減債基金減債基金        

地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金。 

 

66669999    そのそのそのその他特定目的基金他特定目的基金他特定目的基金他特定目的基金        

財政調整基金、減債基金の目的以外の特定の目的のために財産を維持し、資金を積

み立てるために設置される基金。具体的には、庁舎等の建設のための基金、社会福祉

の充実のための基金等。 

 

70707070    調製調製調製調製    

地方公共団体の長は、自治規則に定める様式に従って予算を調製しなければならな

い。例えば、金額の表示単位は千円などその様式にそって整えることを調製という。 

 

71717171    調定調定調定調定    

地方公共団体の歳入金を収入する場合において、その内容を調査し、所属年度、歳

入科目、収入すべき額、納入義務者等を決定する行為、すなわち、徴収に関する地方公

共団体の内部意思を決定する行為。 

    

72727272    支出負担行為支出負担行為支出負担行為支出負担行為    

地方公共団体の支出の原因となる契約その他の行為のことであり、その行為が法令

予算に違反していないか、債務者や債務が確定しているか等を確認する行為。歳入に

おける調定にあたるもの。 

 


